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次の問一、問二双方に答えよ。
一.  BはSから電子レンジ100台を買い受ける契約をした。Sを受益者とする信用状の発行依頼をBから受けたI銀行は、Sに信用状開設を通知した。BとIの信用状開設契約においては、免許を得た検査人が発行するところの船積時の船荷の型及び台数についての証明書を信用状の呈示書類の一つとする合意があったが、Sに通知された信用状にはその条件が欠けていた。Sは、運送人Cと運送契約を結び、あらかじめ電子レンジを積み込んでおいたコンテナを船積みし、船荷証券の交付を受けた。本件船荷証券は、Sの指図式で作成されており、荷物の明細欄には「電子レンジ100台、shipper’s load and count」という文言がある。Sから信用状条件に従った書類の呈示を受けたIは、信用状のもとでの支払をなし、Sから本件船荷証券の裏書譲渡を受けた。しかし、Bは、検査人による証明書の呈示がなかったことを理由として、Iの償還請求に応じなかった。この間、本件船荷は荷揚港に到着し、Cは、Tから船荷証券の呈示なく電子レンジの引渡し請求を受けた。CはTが正当な権利者であると信じたが、念のためL銀行からCの損害賠償責任を担保することを約した保証状の差し入れを受け、積載された電子レンジすべてをTに引き渡した｡その後、CはIから船荷証券の呈示を受けたので、Tに連絡をとろうとしたが、Tは引き渡された電子レンジともども行方不明となっている。以上の事実関係のもとで、日本法が準拠法となるものと仮定し、I・C・Lそれぞれの権利義務関係を論ぜよ。(50点)
二.  B(X国法人)は、S(Y国法人)との間の売買契約に基づき、5月15日に、I銀行(Z国法人)のX国支店に信用状開設を依頼した。Iは、直ちに依頼に従って、船積期限を同年8月31日とする取消不能信用状を開設し、T銀行(Y国法人)を通じて、受益者Sに開設を通知した。当該信用状は、信用状統一規則(UCP500)に依拠すると規定し、Tに買取りを授権していた。IとSの間には、以前から反復継続して信用状取引があった。

その後、同年5月31日に、BはIに対し、船積期限を同年7月31日とする信用状条件の変更を依頼し、Iはそれに応じて、その変更をSに通知した。しかし、Sは、変更通知に対しては、諾否の意思表示をすることのないまま、同年8月5日に船積を完了し、その旨を記載した船荷証券などをIに呈示して、信用状に基づく支払を請求した。Iは、Sの請求に応じて支払をなした上、Bに対して償還請求した。Bは、条件変更へのSによる同意があったと主張し、Iに対する償還義務を否定しているが、Iは、条件変更へのSによる同意はなかったと主張している。

UCP500の第9条d iiiは、「原信用状（または承諾済の条件変更を含んだ既発行信用状）の条件は、受益者が条件変更についての自らの承諾を、条件変更を通知してきた銀行に伝達するまでは、受益者にとって有効である。受益者は、条件変更を承諾するか拒否するかを通告すべきである。もし、受益者がそのような通告を怠った場合に、指定銀行または発行銀行に対する原信用状の条件および未承諾の条件変更をも充足した書類の呈示を行なうことは、受益者によるそのような条件変更についての承諾が通告されたものとみなされ、その時点において、信用状条件は変更される」と規定する。

Y国法およびZ国法は、反復継続して信用状取引がある者の間では、信用状条件変更について、諾否の意思表示を10日間しなければ、条件変更への同意が擬制されると規定し、これに矛盾する当事者の合意は無効とすると規定している。これに対して、X国法は、諾否の意思表示がなければ不同意とみなすと規定している。

わが国は、X国・Y国・Z国のいずれでもないが、本件紛争について国際裁判管轄権を持つものとし、また、「法の適用に関する通則法」が施行されており、施行日後に本件信用状が開設されたものとする。以上の仮定の下で、適切な場合分けを行って準拠法について論じることにより、BとIの主張の当否を述べよ。(50点)

